
１　総括

（1） 人件費の状況（普通会計決算）　

（2） 職員給与費の状況（普通会計決算）

（3） ラスパイレス指数の状況

１

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 24年度の人件費率

※

　学歴別の指数を見ると、大卒者の指数は100を下回っているものの、短大卒者や高卒者の指数が100を超え
ています。当市では学歴に関わりなく優秀な人材を登用しており、結果としてラスパイレス指数に影響して
いるものと思われます。

49,070
25年度

人　

300

　職員手当には退職手当を含みません。

　職員数は、２５年４月１日現在の人数です。

　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれてお
り、職員数には当該職員を含んでいません。

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので
す。

　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置
がないとした場合の値です。

(注)

万円

571

区　　分

561

（参考）一人当たり （参考）類似団体平均職員数

(注)１

２

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

万円

17億1,264

万円

Ａ

万円

4億1,334

実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

％ ％

　平成26年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続
で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

一人当たり給与費職員手当

万円 万円 万円

29億5,201 17.9 17.3

人

給与費 　　Ｂ／Ａ

万円

2億1,335

　　計　　Ｂ期末・勤勉手当

165億783 7億7,213

給　 料

筑後市の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口

（H26.1.1)
区　　分

歳 出 額

万円

10億8,595
25年度

３

２

３

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職
員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸
給月額を１００として計算した指数です。

H23.4.1 
100.5  

H23.4.1 
96.7  

H23.4.1 
98.8  

H24.4.1 
100.6  

H24.4.1 
96.8  

H24.4.1 
98.8  

H25.4.1 
100.1  

H25.4.1 
96.6  

H25.4.1 
98.5  

H26.4.1 
100.5  

H26.4.1 
96.7  

H26.4.1 
98.6  

90.0

95.0

100.0

105.0

筑後市 類似団体平均 全国市平均 

－1－



（4） 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　①給料表の見直し

[　未実施　]

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の
見直し等に取り組むとされています。

　見直し前も見直し後も、筑後市は地域手当の支給対象地域ではありません。

　給料表の見直しとあわせて、国が行った見直し内容を元に、平成28年４月１日実施に向け、対応を検討し
ていきます。

　今回の総合的見直しは、平成26年度の人事院及び県人事委員会による民間賃金調査結果に基づき給料表を
改定したものを、平成27年度より更に２％程度を引下げる内容となっています。国どおりに引下げを実施し
た場合、国との諸手当制度の違いなどから、適切な給与水準となるものなのかどうか、充分な検討が必要で
あると判断しました。引き続き、平成28年４月１日実施に向け、対応を検討していきます。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２６年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※　一般行政職とは、部長・課長を含めた一般事務職や土木などの技術職員をいいます。

　　　　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

※　技能労務職とは、学校給食調理員・清掃職員・用務員などをいいます。

※　学校給食調理員・清掃職員・用務員以外の技能労務職は、各職種３名以下のため記載していません。

※　総務省通知に係る様式中「民間」については、比較のための適当なデータがないため記載していません。

　　　③　消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※　消防職員とは、消防本部に勤務する常勤の職員をいいます。

※　国においては、消防職はいません。

１ 　「平均給料月額」とは、２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

（2） 職員の初任給の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円

平均給与月額平均年齢

323,268

334,701

387,569

361,249

326,611

287,767

371,657402,337

49.6

筑後市

（国比較ベース）

342,195317,592

平均給与月額

387,846

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤
務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら
かにされているものです。

337,166

335,000

平均給料月額平均年齢

172,200 178,800大　学　卒

類似団体

（注）

平均給与月額

国

類似団体

国

380,919

343,469

391,419うち学校給食調理員

8

5

筑後市

平均給料月額

368,192

消　防　職 高　校　卒

一般行政職

278,305

43.5

47.8

42.7 320,225

うち清掃職員

福岡県

314,023

345,804

40.4

平均給与月額区　　分

区　　分

うち用務員

（国比較ベース）

309,335

347,487

高　校　卒 144,500技能労務職

373,665

149,800

区　　分

43.2

-

国

137,500

区　　　　　分 福　岡　県

424,788

平均給料月額平 均 年 齢

福岡県

392,049

144,500

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間
外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

144,500

筑　後　市

172,200

平均給与月額

- -

37.9

746

3,119

50.0

54.2

21

50.1

382,000

―

140,100高　校　卒

408,472

（Ａ）

平均給与月額

348,256

44.3

17

類似団体

370,969

336,564

筑後市

287,992

34.0

公　　務　　員

33

395,898

-

372,857

職員数

（国比較ベース）

391,911402,921

48.3

310,621
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（3） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1） 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２６年４月１日現在）

１ 　筑後市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

354,700

円

高　校　卒

人

34

-

円

円

12.7 289,200

円 円％

円

人

397,000261,900

28

６　級
課長、参事及びこれらに相
当する職務

人

（注）

５　級

366,200 456,200

円

19

円

320,600

2.2

円

424,0008.6

222,900

大　学　卒

区　　　　分

人 円

技能労務職

２　級

％

-

人

15.4

347,525

％

-

最高号給の
給料月額

主事補の職務

円

-

-

主任主事の職務

構成比

72
４　級

主事の職務
185,800

135,600

課長補佐、参事補佐及びこ
れらに相当する職務

係長、主査、主任及びこれらに相
当する職務相当の知識又は経験を
必要とする主任主事の職務

経験年数10年

高　校　卒 *******

円

％

％

5

32.6

７　級 部長及びこれに相当する職務

408,400

１号給の
給料月額

％

307,800

円

243,700

47

高　校　卒

287,450

経験年数20年

361,375

消　防　職

１　級

区　　分

３　級
21.3

*******

職員数

経験年数30年

※表中においては、「－」は該当者なし、対象職員が少なく個人が特定される可能性がある項目には
「*」を使用しています。

310,600

標準的な職務内容

- *******

-

経験年数25年

一般行政職

人

16

- -

7.2

％

円

人

１級, 7.2% １級, 6.4% １級, 4.9% 

２級, 15.4% 
２級, 13.8% 

２級, 12.6% 

３級, 21.3% ３級, 28.4% ３級, 32.0% 

４級, 32.6% 
４級, 27.1% ４級, 24.3% 

５級, 12.7% ５級, 13.3% ５級, 14.1% 

６級, 8.6% ６級, 9.2% ６級, 9.2% 

７級, 2.2% ７級, 1.8% ７級, 2.9% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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（2） 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（1） 期末手当・勤勉手当

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2） 退職手当（26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

52.44

（定年前早期退職特例措置＝２～45％加算）

52.44

（定年前早期退職特例措置＝２～15％加算）

(0.65)

最高限度額

(0.65)

勤 続 35 年

勤 続 25 年

（25年度支給割合）

(1.45) (0.65)

  ・役職加算５～15％

１人当たり平均支給額(25年度)

最高限度額

  ・役職加算５～20％

  ・管理職加算10～25％

　上記のとおり人事評価制度を運用しており、管理職については、平成22年度支給分の勤勉
手当から評価結果を反映しています。管理職以外についても平成23年度支給の勤勉手当分か
ら評価結果を反映しています。

国

  ・役職加算５～20％

  ・管理職加算10～25％

1,195万円 2,508万円１人当たり平均支給額

134

(1.45)

勤 続 20 年

勤 続 35 年

2.60

勤 続 20 年

勤 続 25 年

1.35

国

（25年度支給割合）

21.62

52.44

36.57

43.70 43.70

30.82

筑　　　　　　　後　　　　　　　市

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

30.82

52.44

21.62

2.60 1.35

（25年度支給割合）

万円

27.025

万円

・勤務成績の評定の実施状況
　管理職(部長級・課長級)は、平成20年度から人事評価制度を試行し、平成21年度から本格実施
しています。一般職については、平成21年度から試行し、平成22年度から本格実施しています。
処遇への反映については、平成23年度勤勉手当から実施しており、その後昇給にも随時反映させ
ることにしています。

１人当たり平均支給額(25年度)
―

52.44

福　　　　　岡　　　　　県

153

筑　　　　　後　　　　　市

52.44

27.025

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(1.45)

36.57

1.352.60
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 (3) 地域手当

（26年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（4） 特殊勤務手当（26年４月１日現在）

患者の収容及び搬送 108万円

通常の勤務時間帯以
外に正規の勤務時間
が2時間以上

通常の勤務時間帯以
外に正規の勤務時間
が1時間以上2時間未
満

5,000円

円

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

福岡県内の次に掲げ
る市又は町
筑紫野市、春日市、
大野城市、太宰府
市、糸島市、古賀
市、福津市、那珂川
町、宇美町、篠栗
町、志免町、須恵
町、新宮町、久山
町、粕屋町

0

万円

0万円

0万円

福岡県北九州市

福岡県福岡市 1

防災従事手当

0

308,960

感染症防疫及び行
旅病人等取扱い手
当

手当の名称

1回

　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した
地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するた
め、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数で
す。
　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支
給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により
算出しています。）

(注)

100.5

(100.5)

31

支給率

万円

3

149

31,127

30

死亡人取扱い

風水害等の非常時
の警戒、防ぎょ、
鎮圧、救急等によ
る現場出動

支給実績

（25年度決算）

0万円
感染症防疫及び行
旅病人取扱い

20万円

21万円

1回 1,000円

1,000円日額

13.8

4

1回 　　5,000円

3,000円

200円

主な支給対象業務

月額

月額

大阪府大阪市

救急出動手当

左記職員に対
する支給単価

　円

支給実績（25年度決算）

15

全職員

消防職員

健康づくり課職員
福祉事務所職員

保育所職員
高齢者支援課職員
図書館職員

時間帯較差手当

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

支給対象地域

18

支給実績（25年度決算）

10

18

地域手当補正後ラスパイレス指数

15

　％

10

東京都特別区

0 3

国の制度（支給率）

（ラスパイレス指数）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

3

手当の種類（手当数）
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（5） 時間外勤務手当

万円

万円

万円

万円

（6） その他の手当（２６年４月１日現在）

円

円

円

円

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績
（25年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職
員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職
員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

33職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

異なる
（26年
度末廃
止）

異なる 632,464

00

1,209

万円

4,472

万円

万円

国の制度と
異なる内容

0万円

243,020

対象(家賃
12,000円超)及
び支給限度額
の27,000円は
同じ。但し、
手当て算出の
計算式が違
う。

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

同じ単身赴任手当

内容及び支給単価

異なる

円万円 56,780

支給職員１人当たり

157,702万円

平均支給年額

（25年度決算）

円

支給実績

（25年度決算）

通勤手当
（交通機関利用者）

(注)

同じ

国の制
度

との異
同

支 給 実 績 （ 25 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 1億1,518

配偶者13,000円
配偶者以外の子、父母等各
6,500円（配偶者のない職員の
扶養親族のうち1人目11,000
円）。16歳から22歳までの子に
ついては5,000円加算

住居手当
（借家等居住者）

片道の通勤距離2km以上で交通
機関の利用者は6ｹ月定期券の価
額で一括支給。最高支給限度額
55,000円（1ｹ月あたり）

片道の通勤距離2km以上の者
で、片道の通勤距離40km以上、
22,500円を最高支給限度額とし
て、距離区分により9段階に区
分して支給

1,771

通勤手当
（交通用具利用者）

家賃等が12,000円を超える場合
に支給。最高支給限度額27,000
円

1,500円
住居手当

（自家所有者・世帯
主に限る）

部長職　71,000円
課長職　51,800円

管理職員が臨時又は緊急の対応
等により週休日又は休日等に勤
務した場合に支給
部長：4,000円/回
課長：3,000円/回

管理職員特別勤務手当

異なる

同じ

手　当　名

扶養手当

35

1億2,033

勤務地の変更に伴い、配偶者と
別居し、単身で生活しなければ
ならない職員に対し23,000円～
68,000円を支給

3,000円/回～
6,000円/回の
範囲で4段階で
支給

俸給の特別調
整額として定
額支給(行政職
の最高額
139,300円)

国は手当を廃
止

管理職手当

3,249

通勤距離60km以
上24,500円を最
高支給限度額と
して13段階に区
分

0

異なる

－7－



５　特別職等の報酬等の状況（２６年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

2.95 月分

報

酬

給料月額等

989,000

（参考）類似団体における最高／最低額

880,000

483,000

474,000

816,000

259,000

(注)

2.95 月分

2.95 月分

教    育    長

議          長

2.95 月分

　　（２５度支給割合）

市          長

副    市    長

退
職
手
当

副    議    長

442,000

市          長

教    育    長

期
末
手
当

　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 （４年＝48
月） 勤めた場合における退職手当の見込額です。

（算定方式）

88万円×在職月数×0.4（任期毎）

852万円

454万円

任期満了時、辞職又は死亡時

任期満了時、辞職又は死亡時63万円×在職月数×0.15（任期毎）

545,000

備　　  　　考

　　（２５度支給割合）

議          員

議          長

2.95 月分

給

料

710,000

区　　　分

385,000議          員

副    市    長

教    育    長

180,000

230,000

200,000

452,000

404,000

副    議    長

2.95 月分

副    市    長

（支給時期）

任期満了時、辞職又は死亡時

(１期の手当額)

市          長

71万円×在職月数×0.25（任期毎）

1,690万円

630,000

－8－



６　職員数の状況

（1） 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

[ ] [ ] 人

１

２

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

（注）

4.22人口1,000人当たり職員数

・筑後地域消防通信指令広域化事
業実施体制充実に伴う増員

6.15

35

主 な 増 減 理 由

0

0

7

0

32

1

66

4

　　　　　区　分

　部　　門

職 員 数

平成25年

計

小　計

一
般
行
政
部
門

農林水産

土 木

民 生

消防部門

水　道

病　院

衛 生

議 会

総 務

税 務

45 1

395

その他

下水道

0

9

302

合　　計

48

8

　
　
　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

小　計

　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職
職員を含み、再任用短時間勤務職員、臨時職員、非常勤職員を除きます。
　なお、上記職員数には教育長1名が含まれます。
　[     ]内は、条例定数の合計です。

△ 453

2626

301

207 203

＜参考＞

3

0

△ 1

人口1,000人当たり職員数

0

395

9.37

49

△ 2

46

8

9

7.09人口1,000人当たり職員数

・独立行政法人市立病院派遣者引
上げに伴う減員

＜参考＞

[0]

46

1

349

△ 25

348

普
通
会
計
部
門

労 働

商 工

・子ども子育て支援法制定に伴う
増員

・小学校給食調理体制縮小に伴う
減員

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

教育部門

23

4

36

12 12

23

23

4

23

66

0

0

平成26年

対前年
増減数

0
・ごみ収集体制縮小に伴う減員
・ごみリサイクル指導啓発体制充
実に伴う増員

1

0

＜参考＞

7.17

3

・社会資本総合整備事業実施体制
充実に伴う増員
・ホークスファーム本拠地整備体
制充実に伴う増員

7

35

1

－9－



（2） 年齢別職員構成の状況（２６年４月１日現在）

　

.

（3） 職員数の推移

（単位：人・%）

( %)

( %)

( %)

( %)

( %)

( %)

(注)１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

207

349

人

34

人

過去５年間の増減数(率)

12

△ 10

55歳

56歳52歳

53

計

～

52

59歳

人

6.2

△ 16.953 49

24年

203

人

45

195

45

人 人

23年

32

35歳 51歳

23

～

50 1

人人

39歳

人

26 26

以上

349

50210

46

△ 30.3348

292

1

53

2.2

1.0

48

302

45

△ 77.046

301 3

△ 154

△ 151

292

消　防

総合計 345502499 346

45

296

45

23歳
～

36歳20歳 32歳

区　分

27歳 31歳

～～

44歳20歳

～

40歳24歳

～ ～

28歳 48歳

未満

11

60歳

公営企業等会計計

4 53

198

299普通会計計

人

21年

195

　　　　　　年度
　部門別

一般行政

37

人
職員数

人

200

教　育 5259 56

191

22年 25年 26年

人

47歳43歳

～ ～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

2
0
歳
未
満

 

2
0
－

2
3

 

2
4
－

2
7

 

2
8
－

3
1

 

3
2
－

3
5

 

3
6
－

3
9

 

4
0
－

4
3

 

4
4
－

4
7

 

4
8
－

5
1

 

5
2
－

5
5

 

5
6
－

5
9

 

6
0
歳
以
上

 

構成比 

５年前の構成比 ％ 
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７　公営企業職員の状況

（１） 水道事業

① 職員給与費の状況

万円 純利益 万円 万円 ％

　資本勘定支弁職員に係る職員給与費はありません。

　　　　　　　

１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、25年３月31日現在の人数です。

以下、公営企業職員の給与の状況は、普通会計職員に準じます。

       ２

612

職員給与費比率

Ｂ/Ａ

（注）

（参考）政令指
定都市を除く市
町村平均給与費

11.85,470

4,5272,833 566

給与費 B/A

605

　　計　Ｂ職員手当

万円万円

給　 料Ａ

区　　分 職員数 一人当たり

人 万円 万円

期末・勤勉手当

％

総費用に占める

万円

24年度の総費用に占
める職員給与費比率

（参考）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

万円

10.9

8

1億7,048

Ａ

1,089

純損失又は実質収支

（注）

25年度

25年度

区　　分

職員給与費

5億128

Ｂ

総費用

－11－


